
令和 　年 　月   日（注１） 

一般財団法人放送セキュリティセンター 御中 

事業者名 （注２）●●株式会社 

代表者名   代表取締役社長●●●● 

担当部署 ●●部●●課 

業 種 ●●業

担 当 者 ●● ●●

所在地  ●●県●●市●●

連絡先（TEL：×××-×××-××××） 

認定個人情報保護団体への加入 有・無 
（団体名：（一財）放送セキュリティセンター））
(注３) 

個人データの漏えい等事案の報告について 
①報告種別 新規報告・続報（前回報告： 年 月 日） 

②事案の概要 発覚日：令和　 元年 5月26日  発生日：令和元年 5月 23　日 
（注４） 

当社は放送業を中心とする一般放送事業者であり、加入申込データ

を共有ドライブにて管理しているが、空き容量不足により一部外部

記憶媒体への保存を行っているが、ハードディスクが見当たらなか 

った。 

R1.5.23 11:10  管理部署に所属する社員Aが過去の加入データを確認す

 　るため執務室で同部署の管理する外付けハードディス
　　　　　　ク(約1万人分の契約者情報を保存)を30分程度使用。 

R1.5.24　14:30　同部署の社員Bが当該ハードディスクを使おうとするも  

　　　　　　も所定の箇所に見当たらず、急ぎではなかったこともあ

　　　　　　り、紛失とは認識せず。 

R1.5.25 11:40  社員Bが改めて当該ハードディスクを使用しようとする     

も見当たらず同部署所属の30人に確認したが、不明で

　　　　　　あったため、事務所内全ての捜索を開始。 
R1.5.26 17:00  当社事務所内を捜索したが発見できず、責任者が紛失と
　　　　　　判断。

③発生事実 □漏えい ■漏えいのおそれ（■滅失 □毀損）（注５）

④漏えい、滅失又は毀損し

た情報の内容

（注６） 

顧客の氏名、性別、生年月日、住所、電話番号、メールアドレス 

当該個人データは「放送受信者等の個人情報保護に関するガイドラ

イン」第３条第２号規定の「イ」「ロ」に該当。視聴履歴なし

⑤漏えい、滅失又は毀損し

た情報に係る本人の数

約 3 千人 

（注７） 

⑥発生原因 持ち出し可能な外部記憶媒体へ個人データを保存していたが、その 

使用ルールが形骸化しており、記録簿への記入及び責任者の確認（押

印）がなされていない状態であったこと 

記載例 
※あくまで記載例ですので、必ずしも記載されている対応を行うことを求めるものではなく、

また、更なる対応を行うことを妨げるものではありません。

業種については、総務省が公表し

ている日本標準産業分類の大分類

を参考に記載してください。 



⑦二次被害（そのおそれを

含む。）の有無（被害がある

場合はその内容）

紛失後、現時点においては、不正使用等の被害が発生した事実は確

認されていない。 

⑧公表（予定）

【事案の公表】 

□ なし
■ あり（予定も含む。） 公表（予定）令和　元年 5月27日

□ 未定

【公表方法（注８）】 

■ ＨＰに掲載 □ 記者会見

□ 記者クラブ等への資料配布

□ その他（ ） 

⑨本人への対応等 （注９）紛失の事実関係等について文書を発送する。 

⑩再発防止策等 ・外部記憶媒体に保存されている契約者情報を持ち出し不能な共有

ドライブへ移行するとともに外部記憶媒体から削除する。

・社内の全データにつき、外部記憶媒体への移行を制限する。

・資産管理体制の総点検を実施する。

⑪その他 （注10） 

外部に漏えいした事実が確認された場合や、当該ハードディスクが 

発見された場合には報告する。 

（注）適宜参考資料を添付してください。 

（注）前回報告から記載を変更した箇所には、下線を引いてください。 

（注）各項目について、更なる調査又は検討が必要とされ、その結果が出るまでさらに時間がか

かる場合等具体的な記載が困難な部分については、「調査中」又は「検討中」と記載の上、当該

調査又は検討の必要性及び当該調査又は検討の結果が出る予定時期を記載してください。 

（注１）報告年月日を記載してください。 

（注２）法人又は団体の場合は、名称、代表者の氏名を記載してください。 

（注３）認定個人情報保護団体の加入状況について「有」、「無」の別を記載してください。

「有」の場合には、当該団体名を記載してください。なお、複数の認定個人情報保護団体に加盟

している場合は、加盟している団体すべてを記載してください。 

（注４）発生日、発生場所、発覚日時、発見者、発覚に至る経緯についても記載してくださ

い。なお、漏えいに係る場合については、当該漏えい先等の範囲を記載してください。 

（注５）「漏えいのおそれ」を選択した場合のみ選択してください。 

（注６）放送受信者等の個人情報保護に関するガイドライン（平成29年総務省告示第159号）第

３条第２号に規定する「放送受信者等」である場合については、同号イからホ（下記参考参

照）、「放送受信者等」以外の場合については、その他の個人情報の本人の属性（従業員等）を

記載してください（複数記載可）。 

また、漏えい等した情報の内容に視聴履歴が含まれる場合には、そのことが分かるように記載し

てください。 

（注７）報告する時点で把握した数を記載してください。 

（注８）【事案の公表】において、「あり（予定も含む。）」を選択した場合のみ記載してくだ

さい。 

（注９）本人への連絡の有無及び対応内容を記載してください。 

（注10）行為者の処分等の社内対応や刑事処分等その他の対応の措置をした場合には、その対応

模様についても記載してください。また、⑧公表（予定）【事案の公表】において、「な

し」を選択した場合は、その理由を記載してください。 

（参考）放送受信者等の個人情報保護に関するガイドライン（平成29年総務省告示第159号）抜

粋 第３条第２号 放送受信者等 次に掲げる者をいう。  

イ 放送の受信に関する契約を締結する者

ロ 放送番組を視聴する者



ハ 放送番組の視聴に伴い行われる情報の電磁的方式による発信又は受信を行う者

例：電話やインターネット接続サービスを利用する等により、放送局等との間で様々な情報の

やりとりを行う者、双方向サービスやテレビショッピングサービスの利用者等

ニ 放送の受信、放送番組の視聴又はハの発信若しくは受信に関し料金又は代金を支払う者

例：ＮＨＫの受信料、有料放送サービスの料金、双方向サービスやテレビショッピングサービ

スにおいて支払が求められる代金の支払を行う者等

ホ 放送の受信、放送番組の視聴又はハの発信若しくは受信に係る勧誘（当該勧誘に必要な準備

行為を含む。）の対象となる者

例：プラットフォーム事業を行う者、双方向サービス提供事業者、テレビショッピングサービ

スの提供事業者などの事業者が、放送の受信・視聴の提供、それに関する契約の締結、サービ

ス提供のための登録を行わせるために行った勧誘の対象者等

※報告書からは上記の注の説明と(注1)～(注10)の表記を削除してください。
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